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関係河川使用者等の意見及び
パブリックコメントを踏まえた
対策案の立案と抽出について

平成28年 3月16日

国土交通省 九州地方整備局

筑後川水系ダム群連携事業の関係地方公共団体からなる検討の場（第３回）
資料－７



検討の場（第２回）で提示した対策案一覧表

組み合わせは、各方策の筑後川流域への適用性の検討結果を踏まえたものとする。

1) 施設の新設による案 …〔対策案(１)～(４)〕

2) 既存施設を有効活用する案 …〔対策案(５)～(８)〕

3) 複数の方策を組み合わせる案 …〔対策案(９)～(11)〕
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現計画 対策案（１） 対策案（２） 対策案（３） 対策案（４） 対策案（５） 対策案（６） 対策案（７） 対策案（８） 対策案（９） 対策案（１０） 対策案（１１）

筑後川水系ダム群連携

河道外貯留施設

（貯水池）

水系間導水

ダム再開発

（大山ダムかさ上げ）

ダム再開発

（大山ダムかさ上げ）

ダム再開発

（大山ダムかさ上げ）

ダム再開発

（大山ダムかさ上げ）

ダム再開発

（松原ダムかさ上げ）

ダム再開発

（松原ダムかさ上げ）

ダム再開発

（松原ダムかさ上げ）

ダム再開発

（松原ダムかさ上げ）

ダム再開発

（江川ダムかさ上げ）

ダム再開発

(江川ダムかさ上げ）

ダム再開発

（既設7ダムの

貯水池の掘削）

他用途ダム

容量買い上げ

（江川ダム利水容量）

他用途ダム

容量買い上げ

（既設2ダム利水容量）

他用途ダム

容量買い上げ

（既設5ダム利水容量）

他用途ダム

容量買い上げ

（小i石原川ダム

渇水対策容量）

地下水取水

ため池

海水淡水化

※：ここに記載する方策は、水資源管理を行う上で大切な方策であることから、全ての対策案に採用している。 ：単独方策で必要な容量を確保できない方策

：単独方策で必要な容量を確保できない場合に組み合わせる方策

需要面・供給面で

の総合的な対応が

必要なもの

渇水調整の強化、節水対策、雨水・中水利用　※

供給面での対応

（河川区域内）

供給面での対応

（河川区域外）

水源林の保全　※

●グループ１） ●グループ３）●グループ２）



検討の場（第２回）で提示した概略評価による対策案の抽出

2

(1) 約 1,700 ○

(2) 約 3,600 × 対策案(1)と比べてコストが高い。

(3) 約 5,100 × 対策案(1)と比べてコストが高い。

(4) 約 7,300 × 対策案(1)と比べてコストが高い。

(5) 約 1,600 ○

(6) 不確定 ○※ 利水者への意見聴取を行うことから、判定結果は未確定。

(7) 不確定 ○※ 利水者への意見聴取を行うことから、判定結果は未確定。

(8) 不確定 ○※ 利水者への意見聴取を行うことから、判定結果は未確定。

(9) 約 2,400 × 対策案(10)と比べてコストが高い。

(10) 約 1,600 ○

(11) 約 1,700 × 対策案(10)と比べてコストが高い。

概略評価による抽出

概算事業費
（億円）

判定 不適当と考えられる内容

他用途ダム容量の買い上げ
(大山ダム・山口調整池・地蔵原ダム・筑後大堰・夜明
ダムの利水容量買い上げ)

海水淡水化

ダム再開発
（松原ダム・大山ダム・江川ダムかさ上げ）

流水の正常な機能の維持対策案（実施内容）

グループ１）
施設の新設による案

河道外貯留施設（貯水池）

地下水取水

他用途ダム容量の買い上げ
(江川ダム利水容量買い上げ)

ため池

グループ２）
既存施設を有効活用
する案

他用途ダム容量の買い上げ
(寺内ダム・合所ダム利水容量買い上げ)

ダム再開発（既設ダムの貯水池掘削）
+ダム再開発(松原ダム・大山ダムかさ上げ)

他用途ダム容量の買い上げ
（小石原川ダム渇水対策容量の買い上げ）
+ダム再開発(大山ダムかさ上げ)
〔松原ダム・大山ダム・江川ダムかさ上げ〕

水系間導水
+ダム再開発(松原ダム・大山ダムかさ上げ)

グループ３）
複数の方策を組み
合わせる案

※「他用途ダム容量買い上げ（利水容量）」を含む対策案については、
利水者へ意見聴取を行うことから、判定結果は未確定。

：概略評価による対策案の抽出
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関係河川使用者等への意見聴取結果を踏まえた対策案の抽出

：概略評価による対策案の抽出

(1) 約 1,700 ○

(2) 約 3,600 × コスト 対策案(1)と比べてコストが高い。

(3) 約 5,100 × コスト 対策案(1)と比べてコストが高い。

(4) 約 7,300 × コスト 対策案(1)と比べてコストが高い。

(5) 約 1,600 ○

(6) 不確定 × 実現性

・対策案の立案・抽出に際し、江川ダムの利水容量の買い上げに対し
て、関係河川利用者に意見を聴いたところ、「地元の合意が得られる
見込みもない」「多目的用水に供する余裕はない」「貴重な水源を失う
こととなり、到底応じることはできない」等の回答があった。
(※詳細は資料－５のP6参照）

(7) 不確定 × 実現性

・対策案の立案・抽出に際し、寺内ダム、合所ダムの利水容量の買い
上げに対して、関係河川利用者に意見を聴いたところ、「地元の合意
が得られる見込みもない」「多目的用水に供する余裕はない」「貴重な
水源を失うこととなり、到底応じることはできない」等の回答があった。
(※詳細は資料－５のP7参照）

(8) 不確定 × 実現性

・対策案の立案・抽出に際し、大山ダム・山口調整池・地蔵原ダム・筑
後大堰・夜明ダムの利水容量の買い上げに対して、関係河川利用者
に意見を聴いたところ、「地元の合意が得られる見込みもない」「貴重
な水源を失うこととなり、到底応じることはできない」「電気事業者とし
て受け入れることはできかねる」等の回答があった。
(※詳細は資料－５のP8参照）

(9) 約 2,400 × コスト 対策案(10)と比べてコストが高い。

(10) 約 1,600 ○

(11) 約 1,700 × コスト 対策案(10)と比べてコストが高い。

グループ３）
複数の方策を組み
合わせる案

水系間導水
+ダム再開発(松原ダム・大山ダムかさ上げ)

ダム再開発（既設ダムの貯水池掘削）
+ダム再開発(松原ダム・大山ダムかさ上げ)

他用途ダム容量買い上げ
（小石原川ダム渇水対策容量買い上げ）
+ダム再開発（大山ダムかさ上げ）
〔松原ダム+大山ダム+江川ダムかさ上げ〕

概略評価による抽出

概算事業費
（億円）

判定

河道外貯留施設（貯水池）

不適当と考えられる評価軸とその内容

地下水取水

ため池

グループ１）
施設の新設による案

海水淡水化

グループ２）
既存施設を有効活用
する案

ダム再開発
（松原ダム・大山ダム・江川ダムかさ上げ）

流水の正常な機能の維持対策案（実施内容）

他用途ダム容量の買い上げ
(江川ダム利水容量買い上げ)

他用途ダム容量の買い上げ
(寺内ダム・合所ダム利水容量買い上げ)

他用途ダム容量の買い上げ
(大山ダム・山口調整池・地蔵原ダム・筑後大堰・
夜明ダムの利水容量買い上げ)
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パブリックコメントでご提案があった対策案

パブリックコメントにおいて、具体的な対策案のご提案があり、検討の結果、対策案１２および対策案１３
を新たに追加で立案し、概略評価を行うこととした。

【パブリックコメントにおける具体的対策案】

・下水処理水を補給地点やダムに貯留する。

 パブリックコメントにおける具体的対策案として立案し、概略評価を行う。

【対策案１３】

下水処理水既存ダム貯留

【対策案１２】

下水処理水直接導水＋ダム再開発（大山ダムかさ上げ）
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パブリックコメント結果を踏まえた対策案一覧表

組み合わせは、各方策の筑後川流域への適用性の検討結果を踏まえたものとする。

1) 施設の新設による案 …〔対策案(１)～(４)〕

2) 既存施設を有効活用する案 …〔対策案(５)～(８)〕

3) 複数の方策を組み合わせる案 …〔対策案(９)～(11)〕

パブリックコメントにおける具体的対策案 …〔対策案(12)～(13)〕
現計画 対策案（１） 対策案（２） 対策案（３） 対策案（４） 対策案（５） 対策案（６） 対策案（７） 対策案（８） 対策案（９） 対策案（１０） 対策案（１１） 対策案（１２） 対策案（１３）

筑後川水系ダム群連携

河道外貯留施設

（貯水池）

水系間導水

ダム再開発

（大山ダムかさ上げ）

ダム再開発

（大山ダムかさ上げ）

ダム再開発

（大山ダムかさ上げ）

ダム再開発

（大山ダムかさ上げ）

ダム再開発

（大山ダムかさ上げ）

ダム再開発

（松原ダムかさ上げ）

ダム再開発

（松原ダムかさ上げ）

ダム再開発

（松原ダムかさ上げ）

ダム再開発

（松原ダムかさ上げ）

ダム再開発

（江川ダムかさ上げ）

ダム再開発

(江川ダムかさ上げ）

ダム再開発

（既設7ダムの

貯水池の掘削）

他用途ダム

容量買い上げ

（江川ダム利水容量）

他用途ダム

容量買い上げ

（既設2ダム利水容量）

他用途ダム

容量買い上げ

（既設5ダム利水容量）

他用途ダム

容量買い上げ

（小i石原川ダム

渇水対策容量）

下水処理水

直接導水

下水処理水

既存ダム貯留

地下水取水

ため池

海水淡水化

※：ここに記載する方策は、水資源管理を行う上で大切な方策であることから、全ての対策案に採用している。 ：単独方策で必要な容量を確保できない方策

：単独方策で必要な容量を確保できない場合に組み合わせる方策

供給面での対応

（河川区域内）

供給面での対応

（河川区域外）

需要面・供給面で

の総合的な対応が

必要なもの

水源林の保全　※

渇水調整の強化、節水対策、雨水・中水利用　※

●グループ１） ●グループ３）●グループ２）

パブリックコメント案



瀬ノ下

新たな対策案(12)下水処理水直接導水＋ダム再開発（大山ダムかさ上げ）

方 策 名 対 策 概 要

下水処理水直
接導水

導水量 約5.0m3/s
導水路(圧送) 約37km
下水処理水再高度処理施設 一式
（凝集剤添加＋砂ろ過）
導水先の水質基準 河川Ｂ類型

ダム再開発
大山ダムを約15ｍかさ上げ
（容量 810万ｍ3 相当）

◇かさ上げイメージ

大山ダムの諸元等

堤 高：94.0ｍ
堤頂長：370.0ｍ
供用開始：平成25年4月

洪水
調節

ダム下流の赤石川
及び筑後川沿川の
洪水被害軽減

都市
用水

福岡県南広域水道
企業団、福岡地区
水道企業団

流水の正
常な機能
の維持

ダム下流赤石川及
び筑後川本川向け （大山ダム）

◇かさ上げによる
容量確保のイメージ

◇対策案概略位置図

≪対策案の内容≫

：下水処理水直接導水の想定ルート
：かさ上げ対象となる既存施設
：補給地点

凡例
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【対策案の概要】
■筑後川に隣接する福岡市の下水処理場から下水処理水を直接導水する施
設を新設するとともに、大山ダムを約15ｍかさ上げすることによって必
要な開発量を確保する。

＜下水処理水直接導水＞
・対象とする下水処理場は、近隣の下水処理場のうち、放流先が海域周辺
で、効率的な導水が可能と考えられる中部水処理センター、西部水処理
センター、東部水処理センターを設定。

・送水ルートは、各下水処理場から導水し、中継施設で合流した後、福岡
県筑紫野市永岡付近の筑後川水系宝満川に導水するルートを想定する。

・下水処理水の水質が筑後川の水質基準に適合していないことから、下水
処理水再高度処理施設の新設及び下水処理水量の安定的な定量の確保の
ため、一次貯留施設の新設を想定する。

・可能な導水能力は日量 約43万ｍ3（約 5.0ｍ3/s）に相当する。
・導水路では、送水ポンプを整備する。なお、揚程差が約40ｍとなること、
複数施設からの導水となることから、ポンプ施設、中継施設を整備する。

・下水の高度処理施設、一次貯留施設、ポンプ施設等の用地取得を行う。

＜ダム再開発（かさ上げ）＞
・かさ上げ高は、地形や地質等を考慮し、技術的に可能と考えられる最大
高さを設定。

・かさ上げでは、堤体の補強、放流ゲート改築、周辺道路の付替等を実施。
・かさ上げに伴う新たな水没地の用地取得を行う。

※各対策案の立案にあたっては、関係機関や地権者等の関係者との事前協議
や調整は行っていない。

※対策箇所や数量については、現時点のものであり、今後変更があり得るも
のである。

◇導水先の主な水質基準

項目

基準値
生物化学的

酸素要求量

BOD

浮遊

物質量

SS

河川
Ｂ類型

３mg/L

以下

25mg/L

以下



新たな対策案(13)下水処理水既存ダム貯留

◇対策案概略位置図

瀬ノ下

：下水処理水導水の想定ルート
：補給地点

凡例

【対策案の概要】
■筑後川に隣接する福岡市の下水処理場から下水処理水を江川ダムおよび

寺内ダムに導水する施設を新設するとともに、江川ダム等既存ダムに貯
留することによって必要な開発量を確保する。

＜下水処理水既存ダム貯留＞
・対象とする下水処理場は、近隣の下水処理場のうち、放流先が海域周辺
で、効率的な導水が可能と考えられる中部水処理センターを設定。

・送水ルートは、下水処理場から導水し、江川ダムおよび寺内ダムに導水
するルートを想定する。

・下水処理水の水質が筑後川及び江川ダム、寺内ダムの水質基準に適合し
ていないことから、下水処理水の再生処理施設の新設及び下水処理水量
の安定的な定量の確保のため、一次貯留施設の新設を想定する。

・可能な導水能力は日量 約9万ｍ3（約 1.0ｍ3/s）に相当する。
・導水路では、送水ポンプを整備する。なお、揚程差が約220ｍとなるこ
とから、複数のポンプ施設、中継施設を整備する。

・下水の再生処理施設、一次貯留施設、ポンプ施設等の用地取得を行う。
・既存の江川ダム・寺内ダムに貯留することによって必要量を確保する。

方 策 名 対 策 概 要

下水処理水既存ダム貯留

導水量 約1.0m3/s
導水路(圧送) 約52km
下水処理水再生処理施設 一式
（ＭＢＲ処理（ＭＦ膜＋ＲＯ膜処理））
導水先の水質基準 湖沼ＡⅡ類型

≪対策案の内容≫

7

※各対策案の立案にあたっては、関係機関や地権者等の関係者との事前協議や調整は行っていない。
※対策箇所や数量については、現時点のものであり、今後変更があり得るものである。

項目

基準値
浮遊

物質量

SS

化学的酸

素要求量

COD
全窒素 全リン

湖沼ＡⅡ類型
５mg/L
以下

３mg/L
以下

0.2mg/L
以下

0.01mg/L
以下

◇導水先の主な水質基準
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関係河川使用者等への意見聴取結果およびパブリックコメントを踏まえた対策案の抽出

：概略評価による対策案の抽出

現計画 約 400 

(1) 約 1,700 ○

(2) 約 3,600 × コスト 対策案(1)と比べてコストが高い。

(3) 約 5,100 × コスト 対策案(1)と比べてコストが高い。

(4) 約 7,300 × コスト 対策案(1)と比べてコストが高い。

(5) 約 1,600 ○

(6) 不確定 × 実現性

・対策案の立案・抽出に際し、江川ダムの利水容量の買い上げに対し
て、関係河川利用者に意見を聴いたところ、「地元の合意が得られる
見込みもない」「多目的用水に供する余裕はない」「貴重な水源を失う
こととなり、到底応じることはできない」等の回答があった。
(※詳細は資料－５のP6参照）

(7) 不確定 × 実現性

・対策案の立案・抽出に際し、寺内ダム、合所ダムの利水容量の買い
上げに対して、関係河川利用者に意見を聴いたところ、「地元の合意
が得られる見込みもない」「多目的用水に供する余裕はない」「貴重な
水源を失うこととなり、到底応じることはできない」等の回答があった。
(※詳細は資料－５のP7参照）

(8) 不確定 × 実現性

・対策案の立案・抽出に際し、大山ダム・山口調整池・地蔵原ダム・筑
後大堰・夜明ダムの利水容量の買い上げに対して、関係河川利用者
に意見を聴いたところ、「地元の合意が得られる見込みもない」「貴重
な水源を失うこととなり、到底応じることはできない」「電気事業者とし
て受け入れることはできかねる」等の回答があった。
(※詳細は資料－５のP8参照）

(9) 約 2,400 × コスト 対策案(10)と比べてコストが高い。

(10) 約 1,600 ○

(11) 約 1,700 × コスト 対策案(10)と比べてコストが高い。

(12) 約 1,800 × コスト 対策案(10)と比べてコストが高い。

(13) 約 2,000 × コスト 対策案(10)と比べてコストが高い。

流水の正常な機能の維持対策案（実施内容）
概略評価による抽出

概算事業費
（億円）

判定 不適当と考えられる評価軸とその内容

グループ１）
施設の新設による案

グループ３）
複数の方策を組み
合わせる案

筑後川水系ダム群連携

ダム再開発（既設ダムの貯水池掘削）
+ダム再開発(松原ダム・大山ダムかさ上げ)

他用途ダム容量買い上げ
（小石原川ダム渇水対策容量買い上げ）
+ダム再開発（大山ダムかさ上げ）
〔松原ダム+大山ダム+江川ダムかさ上げ〕

下水処理水既設ダム貯留

下水処理水直接導水
+ダム再開発（大山ダムかさ上げ）

他用途ダム容量の買い上げ
(江川ダム利水容量買い上げ)

他用途ダム容量の買い上げ
(寺内ダム・合所ダム利水容量買い上げ)

他用途ダム容量の買い上げ
(大山ダム・山口調整池・地蔵原ダム・筑後大堰・
夜明ダムの利水容量買い上げ)

水系間導水
+ダム再開発(松原ダム・大山ダムかさ上げ)

グループ２）
既存施設を有効活用
する案

ダム再開発
（松原ダム・大山ダム・江川ダムかさ上げ）

河道外貯留施設（貯水池）

地下水取水

ため池

海水淡水化



評価軸と評価の考え方

●新規利水の観点からの評価軸と評価の考え方に準拠して検討を進める。

第12回今後の治水対策のあり方に関する有識者会議「参考資料４」の抜粋
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